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第１章 策定の趣旨 

１．策定の趣旨と背景 

少子高齢化の進展に的確に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への

人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたっ

て活力ある社会を維持していくため、国は平成 26（2014）年 11 月に「まち・ひと・し

ごと創生法」を制定しました。同年 12 月には、2060 年に 1億人程度の人口を維持する

などの中長期的な展望を示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と、それを実

現するための 5 か年の目標や施策の基本的方向及び具体的な施策をまとめた第 1 期の

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、現在では、令和 2（2020）年度を初

年度とする第 2期総合戦略がスタートしています。 

 本市においても、まち・ひと・しごと創生法第 10 条に規定する、いわゆる地方版ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略である「東大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

策定し、平成 27（2015）年度から 5 年間を計画期間と定め、将来にわたる持続可能な

まちづくりのための取り組みを進めてきました。令和元（2019）年度にはその総合戦略

が計画期間の最終年度を迎えることになりましたが、本市の第 2 期総合戦略について

は、東大阪市第 3次総合計画と整合を図るため、開始期を令和 3（2021）年度とし、第

1期総合戦略の計画期間を令和 2（2020）年度末まで 1年間の延長を行いました。また、

新型コロナウイルス感染症の影響への対応として、令和 2（2020）年度は国の新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用しながら、感染の拡大防止と社会経済

活動の維持の両立を持続的に可能とする取り組みを進めてきました。 

第 2期総合戦略は、東大阪市第 3次総合計画が推進する人口減少社会への対応の考え

方を包含し、計画における目標人口（令和 12（2030）年に約 48万人）をふまえた上で、

各種制度を活用しながら、特に重点的に取り組む施策を重点施策に位置付け、東大阪市

の地方創生の取り組みを推進し、「つくる・つながる・ひびきあう ―感動創造都市 東

大阪―」を実現するための計画とします。また、令和 7（2025）年に開催が予定されて

いる大阪・関西万博でも地域に経済的効果が表れることを見据えて、その波及効果を最

大限に活用できるよう産学公等の共創による取り組みを進めます。 

引き続き魅力的なまちづくりを構築し、地方創生を進めるため、東大阪市第 3次総合

計画及び東大阪市国土強靭化地域計画と整合を図りながら、国の第 2期「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」、府の「第 2 期大阪府まち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案

し、第 2期「東大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定します。 
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２．計画期間 

第 2期総合戦略は、第 1期総合戦略と同様に市の総合計画を上位計画とするととも

に、まち・ひと・しごと創生法に基づき策定するものです。なお、計画期間は令和 3

（2021）年度から令和 7（2025）年度までの 5 年間とし、計画期間中であっても、

様々な状況の変化により見直しの必要性が生じた場合は、適宜見直しを行います。 

H23 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

３．新型コロナウイルス感染症の影響 

令和 2（2020）年には、日本を含めた世界各地で新型コロナウイルス感染症が流行

しました。一部の国ではロックダウンが行われ、日本においても令和 2（2020）年 4

月に大阪府を含む７都府県に対して「緊急事態宣言」が発出され、その後も全国に拡

大されました。緊急事態宣言が明けた後も、感染拡大が完全に収束することはなく、

感染者数の増加・減少を繰り返しているところです。 

新型コロナウイルス感染症は本市にも大きな影響を及ぼしています。外出自粛要請

などに伴う不要不急の外出の自粛やインバウンドの大幅な減少は、本市の経済やまち

の活気に大きな打撃を与えました。また、新型コロナウイルス感染症の流行は行政の

デジタル化という課題を浮き彫りにしました。Society 5.0 時代を見据えて、住民の

利便性の向上及び行政運営の効率化を図るためにデジタルトランスフォーメーション

を推進します。 

第 2期総合戦略期間中においても、新型コロナウイルス感染症による様々な影響に

対応し、市民の安全・安心を守るための事業や、地域経済・地域活動を維持するため

の事業継続などに対する支援に加え、新しい生活様式に対応し、地域経済・地域活動

を活性化する取り組みを進めます。 

～ ～

～
～

～
～

～

～ ～
～
～
～

第 2 次総合計画後期基本計画 第 3次総合計画 

第 1期総合戦略 第 2期総合戦略 
1年 
延長 
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第２章 本市の状況 

１．人口の推移 

本市の人口は昭和 50（1975）年をピークに停滞し、平成 2（1990）年から減少しはじ

めており、今後も減少傾向が続くと予測されています。また、生産年齢人口と年少人口

が減少傾向にあるのに対して、老年人口は増加傾向にあり、少子高齢化が進行していま

す。このため、地域社会の担い手が減少しているだけでなく、地域経済の縮小も危惧さ

れます。今後、人口減少のスピードを少しでも緩やかにするために、市が持つ強みや魅

力を生かした取り組みを進めることが必要です。 

人口の推移 

※昭和 30（1955）年～平成 27（2015）年の総数は年齢不詳を含む 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」 

２．社会動態 

平成 31（2019）年 1 月から令和元（2019）年 12 月の１年間における社会増減は 229

人の転出超過で、転出が転入を上回る社会減の状態が続いています。今後、人口減少が

進んでいく中で、将来にわたって本市の活力を維持していくためには、東京圏を含め、

市外への人口流出を抑制するとともに、市外からの流入を増加させ、本市への定着を促

していくことが必要です。 

127,180
109,200

86,463 75,656 72,750 70,990 62,228 59,078 54,929 50,632 46,909 43,809 41,993

356,442
370,003

381,117
381,319

366,297
345,873

309,366
295,365

293,968
286,267

272,108
252,314

227,751

37,455 43,081 49,162 59,715 74,995 94,644
114,601

134,685 141,961136,611
134,176

136,358
143,038

263,136

318,001

443,081

500,173
524,750 521,558

522,805
518,319

517,232
515,094

513,821
509,533

502,784
490,858

473,510
453,193

432,481
412,782

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

S30
(1955)

S35
(1960)

S40
(1965)

S45
(1970)

S50
(1975)

S55
(1980)

S60
(1985)

H2
(1990)

H7
(1995)

H12
(2000)

H17
(2005)

H22
(2010)

H27
(2015)

R2
(2020)

R7
(2025)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

(人)

年

年少人口
(0～14歳)

生産年齢人口
(15～64歳)

老年人口
(65歳以上)

総数
推計値実績値

3



転入・転出者数、転入超過数の状況 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

地方別転入超過数の状況 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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 一方で国外からの転入者数については近年増加傾向にあります。外国人人口は年々増加

しており、国籍別の増減を見ると、ベトナム国籍が大幅に増加しています。今後は、多様

な国籍を受け入れることによる市のきめ細かな支援が必要となります。また、新型コロナ

ウイルス感染症による渡航の制限の影響など、今後その動きを注視する必要があります。 

国籍別外国人人口 

資料：市民生活部市民室市民課 

国籍別外国人人口の対前年増減数 

資料：市民生活部市民室市民課 
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国内・国外の移動を含む転入・転出の状況 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」・「住民基本台帳人口移動報告」

（H30・R1は外国人を含む）を加工しています。 

３．年齢別（5歳区分）転出・転入超過の状況 

大学への進学などから 15～19 歳の転入が多くなっている一方、就職や結婚、住宅の

購入などのライフステージの変化に伴い、20～39 歳の若者・子育て世代が転出する傾

向にあります。学生や子育て世代への就職支援の取り組みや、子育て支援策の充実に

より、働く場・暮らす場として東大阪市が選ばれる取り組みを推進します。 

※各 5歳階級の 5年間（平成 22(2010)年→平成 27(2015)年）の移動状況を示しています。 

資料：国勢調査 
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４．自然動態 

自然増減については、死亡数が出生数を上回り、自然減の状態が続いています。高

齢化を背景に、この傾向は当面継続すると考えられます。 

本市の合計特殊出生率は、おおむね横ばいで推移しており、平成 30（2018）年で

は、大阪府よりも若干高い 1.38 となっています。安心して子どもを産み、育てられる

環境を整えるために妊娠・出産・子育て期における切れ目ない支援に取り組みます。 

自然増減の推移 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 

合計特殊出生率の推移 

※合計特殊出生率とは、女性の 15～49 歳の年齢別出生率を合計したものです。 
※国、大阪府の合計特殊出生率は推計人口及び人口動態統計から算出しています。 
※本市の合計特殊出生率は、国、大阪府との比較を容易にするため、国、大阪府と同じ方法で算 
出しています。 

資料：第 2期東大阪市子ども・子育て支援事業計画 
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５．東大阪市とのつながり 

人口減少が進むなかでも、まちの活気を生み出すために、通勤・通学をはじめ、観光

やビジネス目的などで本市を訪れる人や、本市に多様な形で関わりや関心を持つ「関係

人口」の拡大に取り組む必要があります。本市への関心や関わりを深める中で築いた本

市との縁（関係）が居住地として本市を選択するきっかけにつながることから、その裾

野拡大に向けて、本市に継続的に多様な形で関わる関係人口の創出・拡大に取り組む必

要があります。 

また、企業や個人からの寄附などによって本市とのつながりを強化することが重要で

す。本市への寄附・投資などにより、地方創生の取り組みへの積極的な関与を促すこと

により、関係人口の拡大やひとの流れが新しく作られます。ふるさと納税を通じて東大

阪市とのつながりを構築するため、制度の積極的な活用を図ります。 

６．人口目標 

本戦略においては、東大阪市第 3次総合計画と同様に、若者・子育て世代の定住促進

や出生率の向上に向けた取り組みを推進するとともに、選ばれるまちとなる施策を積極

的に展開することにより、令和 7（2025）年に約 49 万人、令和 12（2030）年に約 48 万

人の人口をめざします。 

将来の定住人口を増やすため、多くの人が働き・学ぶ場としての特徴や、交通利便性、

スポーツなど本市の強みを生かし、にぎわいを強化することで、東大阪市を訪れる人（交

流人口）や、関わりを持つ人（関係人口）の増加をめざします。 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」 

人口の目標 
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７．東大阪市を取り巻く状況 

〇Society5.0   

Society5.0 の実現に向けた技術は、自動化により人手不足を解消させ、地理的・時

間的制約を克服することを可能にします。国においては、サイバー空間（仮想空間）と

フィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課

題の解決を両立する新たな社会の実現をめざし、各種の取り組みを進めています。また、

大阪・関西万博は、Society5.0 の未来社会の実験場とされており、周辺の自治体にとっ

て IoT、ビッグデータ、AI、ロボットなどの最先端技術を身近に感じることができる絶

好の機会となります。 

先端技術を活用した Society5.0 の実現は、まち・ひと・しごとのあらゆる分野にお

いて、住民の生活の利便性と満足度を高める上で有効であり、地域の魅力を一層向上さ

せることができます。本市では東大阪市デジタルトランスフォーメーション推進検討会

議を設置し、住民生活の利便性の向上及び行政運営の効率化を図ります。また、

Society5.0の実現のためには、行政だけでは成しえない施策の検討が必要となるため、

市では企業や大学などが有する最先端テクノロジーや知識を十分活用した取り組みを

進めていきます。 

資料：内閣府 

〇SDGs 

SDGs（持続可能な開発目標）は、平成 27（2015）年 9月の国連サミットで採択された

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された平成 28（2016）年から令

和 12（2030）年までの国際目標です。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・

169 のターゲットから構成され、“地球上の誰一人として取り残さない（leave no one 

behind）”ことを誓っています。 

国においては、2030 アジェンダの実施に取り組むための国家戦略として SDGs 推進本

部を設置し、平成 28（2016）年に SDGs 実施指針を決定しました。 
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この指針は、「持続可能で強靱、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統

合的向上が実現された未来への先駆者を目指す」というビジョンを掲げ、SDGs の 17 の

ゴールを日本の文脈に即して再構成した 8つの優先分野の下で、140 の国内及び国外の

具体的な施策を指標とともに掲げています。 

本市においても、SDGs の理念を踏まえ、持続可能なまちづくりに取り組んでいきま

す。 

＜17の国際目標＞ 

資料：「持続可能な開発目標」（SDGs）について（令和元（2019）年8月 国際連合広報センター） 

〇ワールドマスターズゲームズ 2021 関西 

 ラグビーワールドカップ 2019 日本大会の試合会場として選ばれ、4 試合が行われた

東大阪市花園ラグビー場が、ワールドマスターズゲームズ 2021 関西のラグビー競技会

場としても選ばれています。新型コロナウイルス感染症の影響により 2022 年 5 月への

大会の延期が決定されましたが、ワールドマスターズゲームズの理念である①スポーツ

愛好家が世界中から集まり、生涯スポーツを楽しむこと、②参加者どうし、参加者と地

元住民が交流を楽しむこと、③参加者が家族や友人とともに、ツーリズムを楽しむこと

をめざし、大会が開催された際には、世界中のスポーツ愛好家が訪れることによる生涯

スポーツの普及、地域経済の発展につながるよう準備を進めていきます。 
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〇大阪・関西万博 

平成 30（2018）年 11 月に開催が決定した大阪・関西万博について、会場までの交通

利便性の良さや会場に隣接する自治体としてのメリットを生かし、夢洲を起点とした、

万博における周辺地域への波及効果を最大限に生かすことができるよう、様々な取り組

みを推進していく必要があります。また、万博のテーマである“いのち輝く未来社会”

はまさに SDGs が達成された社会です。本市においても SDGs の理念を踏まえ、万博開催

に関わる取り組みを通じて、持続可能なまちづくりを推進します。 

名 称 2025 年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」） 

EXPO 2025 OSAKA, KANSAI, JAPAN

会 期 2025 年 4 月 13 日～2025 年 10 月 13 日 

開 催 地 大阪府大阪市夢洲地区 

テ ー マ いのち輝く未来社会のデザイン

（Designing Future Society for Our Lives）

サブテーマ：Saving Lives（いのちを救う） 

Empowering（いのちに力を与える） 

Connecting Lives（いのちをつなぐ）

想定入場者数 約 2,800 万人 

資料：経済産業省 

資料：公益社団法人 ２０２５年日本国際博覧会協会 

〇大阪モノレールの南伸 

 大阪モノレールが門真市駅から(仮称)瓜生堂駅まで南伸することに伴い、関連する

駅前交通広場や立体横断施設などの整備事業を実施します。また各結節駅の地区にお

いて、人の流れを円滑にし、経済活動が盛んになるように周辺整備を行います。官民

連携により、新たな中心拠点となるようなまちづくりや鉄道とバスを効率的に結節さ

せる拠点整備など、人の集まるにぎわいのあるまちづくりを進めます。 
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８．本市の経済状況 

本市の中小企業動向調査では、新型コロナウイルス感染症の影響により、景況 DI は

製造業・非製造業ともに低い水準にあります。持続化給付金や家賃支援給付金などの各

種支援制度が実施されましたが、今後の見通しは不透明です。新型コロナウイルス感染

症が経済活動にもたらす影響について今後も注視しつつ、感染防止対策を講じながら、

地域の経済活動を活性化させる必要があります。 

資料：東大阪市中小企業動向調査 

雇用情勢については、新型コロナウイルス感染症の影響が見通せない中、雇用調整

助成金などの支援が行われましたが、失業率、有効求人倍率については厳しい状態が

続いています。一方で全体的な有効求人倍率は下がっているものの、業種ごとでは未

だ差があり、人手不足を感じる企業が多くあります。市内のモノづくり企業では後継

者問題を抱えるなど、人材確保が厳しい状況にあり、就職希望者と求人企業とのマッ

チングやオンライン面接など、採用方法の変化への対応が求められます。 

資料：東大阪市中小企業動向調査 
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資料：東大阪市中小企業動向調査 

９．多様な人材の活躍 

地方創生の取り組みが、真に継続・発展していくためには、市の内外にかかわらず、

まちづくりに関わる一人ひとりが、その担い手として自ら積極的に参画し、地域資源を

活用しながら、実情に応じた発展につなげていくことが必要です。このため、多様な人

材が活躍できる環境づくりを積極的に進めます。また、活気あふれるまちをつくるため、

年齢、性別、障害、国籍などを問わず、誰もが居場所と役割を持ち活躍できる社会をめ

ざします。 
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第３章 第 2期総合戦略のまちづくりの方向性 

第 2期総合戦略においては、国の戦略に掲げられた基本目標を踏まえながら、東大阪

市第 3 次総合計画に位置付けられた 3 つの重点施策が国の基本目標に即した目標であ

ると考え、次のとおり第 2 期総合戦略のまちづくりの方向性として重点施策を定めま

す。 

国における政策目標 

（基本目標 1） 

稼ぐ地域をつくるとともに、 

安心して働けるようにする 

（基本目標 2） 

地方とのつながりを築き、地

方への新しいひとの流れをつ

くる 

（基本目標 3） 

結婚・出産・子育ての希望を

かなえる 

（基本目標 4） 

ひとが集う、安心して暮らす

ことができる魅力的な地域を

つくる 

東大阪市の目標 

（東大阪市第 3次総合計画重点施策） 
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第４章 第 2期総合戦略における地方創生 

将来にわたってまちの活力を維持するため、若者・子育て世代から「大阪に住むなら東

大阪市」と選んでもらえるまちをめざします。 

若者・子育て世代が、自身の希望するライフスタイルを送れるように支援し、充実した

子育て環境、教育環境、住環境により若者・子育て世代に選ばれるまちづくりに取り組

みます。 

指標 目標値 

令和 7（2025）年の人口 492,027 人 

保育施設における待機児童数  
前年度より改善 

（38 人：令和 2（2020）年 4月） 

全国学力・学習状況調査平均正

答率の対全国比 

前年度より改善 

（小学校 90% 中学校 92%：令和元（2019）年度） 

成 果 目 標 
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事業名 事業内容 

多文化共生社会推進事業 

外国人材の雇用や留学生の増加により、今後もますます

外国人が増加する中で、相互の違いを認め合い、お互い

の文化を理解することで外国人を含む誰もが暮らしや

すい東大阪市を実現することが必要である。教育の場で

子どもたちがワークショップを通して、多文化の理解を

進め、子どもたちに未来の本市のまちづくりを担う力を

育み、多文化共生のまちづくりの参画者を育成する。ま

た、その発表の機会として、多文化共生フェスティバル

（仮称）を開催する。 

妊婦健診助成のさらなる拡充 

妊婦健診について、現在 14 回、12万円分の助成を行っ

ているが、40 週を超えての出産など、15 回以上健診を

受けているケースも多くある。費用負担を軽減し、安心

して出産いただける環境を整えるため、妊婦健診の助成

回数・金額を拡充する。 

病児病後児保育事業 

病児保育室は市の西部・中部と 2か所あるが、東部地域

には開設されていない状況である。そこで、病児保育室

を市東部地域において開設し、市域全体での病児病後児

保育の充実を図る。また、施設整備だけでなく、ICT の

活用等により施設の空き状況を見える化するなど、利用

者にとって使いやすい仕組みを検討する。 

地域子育て支援センター整備 

事業 

市北東部地域における子育てネットワークの中核とし

て、旧石切保育所跡地に子育て支援センターの整備を行

う。この整備をもって、市内全地域への子育て支援セン

ターの整備が完了となる。新たに整備する子育て支援セ

ンターにて一時預かりを行うことで、不定期就労やリフ

レッシュなど、保護者のニーズに的確に対応する。 

子ども医療費助成事業の拡充 

子どもが必要とする医療を容易に受けられるよう医療

費の自己負担額の一部を助成し、子育てにかかる経済的

負担を軽減するもので、助成対象年齢について、現在の

15 歳到達年度末を 18歳到達年度末まで拡充する。 
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事業名 事業内容 

Society5.0 時代に向けた 

ICT を活用した教育の推進 

東大阪市立小・中・義務教育学校の児童生徒１人１台の

タブレット端末が配備された新しい ICT 環境において、

授業支援ソフトやオンライン学習ドリルなどを効果的に

活用し、情報活用能力の育成をはじめ、各教科等で求め

られる資質・能力の育成をめざす。また、放課後学習や

家庭学習、多様なニーズのある児童生徒への対応、その

他家庭への連絡ツールとしても活用する。今後、新しい

ICT 環境のもと、個別最適化された学び・つながり互い

に高めあう学び・ICT を用いて創造し、表現する学びの

実現を図り、子どもたち一人ひとりが自ら学ぶ力を育む。

最先端の研究を体験できる 

キャリア教育推進 

①関係部局や NPO と連携し、東大阪市立小・中・義務教

育学校において各種体験学習を実施したり、教職員研修

を実施することで、次代を担う子どもたちのモノづくり

への興味や関心を高めると共に、「生きる力」の育成を

めざす。 

②進路に対しての展望を持ち、学習意欲の向上につなげ

ることをねらいとして東大阪市立中学校・義務教育学校

後期課程に在籍する生徒及びその保護者を対象に、医学

や理工学などについて、大学での体験学習を実施する。

トップアスリート連携事業 

市立中学校、日新高等学校の運動部活動指導にトップア

スリートを派遣し、高い水準の指導を受けることで生徒

のスキルアップに繋げるとともに、合わせて学校教員の

長時間労働の軽減を図り、「働き方改革」に繋げていく。

また、プロスポーツ選手のセカンドキャリアの確保も目

的として実施する。 

空き家利活用推進事業 

利活用可能な空き家等は、周辺へ悪影響を及ぼす状態に

なる前に、賃貸や売却等に繋げることが空き家対策を推

進する上で重要であるとの国の指針に基づき、民間団体

等と連携し、使える空き家の流通を促進することで、住

環境の向上と地域の活性化をめざす。よりよい住環境を

提供することで若者や子育て世代に住みよいまちづくり

を進める。 
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高齢化が進むなか、高齢者が地域社会を支える担い手として元気に活躍するまちをめざ

します。 

高齢者が地域や社会のなかで、あらゆる世代の人達と関わりを持ち続けることができる

よう支援するとともに、これまで培った知識・経験を生かし、就労やボランティア活動

などを通じて地域社会を支え、自分らしく活躍するまちをめざします。 

指標 目標値 

65 歳以上の要介護認定率  
23.2％ 

（23.2％：令和 2（2020）年 4月） 

60 歳～74 歳の就業率 
前回調査より改善 

（39.3％：平成 27（2015）年） 

成 果 目 標 
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事業名 事業内容 

高齢者就業対策事業 

働く意欲がある高齢者が活躍し続けられるよう、高齢者

就労支援としてニーズに応じたマッチングの機会等を提

供する。またシルバー人材センターを充実させるなど、

高齢者の希望に応じた活躍ができる環境づくりを行う。

食を通じた健康づくり事業 

大学等と連携し、若い世代への食育を進めることで、将

来の生活習慣病予防や次世代の子どもの食生活など、生

涯にわたる食育の実践につなげる。また、将来的には地

域の高齢者支援機関とも連携を図ることで、食生活に由

来する認知症やフレイル予防に取り組む。 

認知症総合支援事業 

認知症初期集中支援チームの活用により認知症の早期発

見・早期支援を行うとともに、認知症サポーターの養成

を行う。また、地域や市役所内でも認知症当事者と接す

る機会を設け、認知症への理解をより深めるとともに、

当事者が自身の「できること」を認識することで、住み

慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる場の創出のき

っかけとする。 

介護予防 ICT 推進事業 

高齢者へのタブレットの貸出しおよびオンラインによる

運動機能向上プログラムを実施する。また、地域包括支

援センターにタブレットを配備し、介護予防教室等に活

用することで、地域の高齢者が ICT ツールに慣れ親しむ

機会を創出する。コロナ禍における新たな様式の介護予

防事業に取り組み、高齢者の運動機能とデジタルリテラ

シーの向上を図る。 
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指標 目標値 

従業員一人当たりの 

粗付加価値額 

前回調査より改善 

（874 万円：平成 29（2017）年） 

成人のスポーツ実施率 
前年度より改善 

（43%：令和元（2019）年度） 

人口減少下においても、市内外から人が多く集まり、活気あふれるまちをめざします。 

関西の中心として広域から人が集まる中心拠点の形成や、スポーツや文化芸術活動、観

光目的などで東大阪市を訪れる人、関わりを持つ人の増加をめざします。市内の経済活

動についても、産学官連携や起業支援の強化により、さらなる活性化をめざします。 

成果目標 
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事業名 事業内容 

ウィルチェアスポーツ推進 

事業 

障害の有無や年齢、性別に関わらず誰もが一緒に楽しむ

というインクルーシブな概念をもつウィルチェアスポー

ツ（車椅子を使った競技）を推進する。 

ワールドマスターズゲームズ

2021 関西関連事業 

令和 4年（2022 年）に関西一円で開催されるワールドマ

スターズゲームズ（ＷＭＧ）2021 関西に向け、ラグビー

フットボール競技の開催担当自治体として準備を進める

とともに、大会自体の認知度を向上させるなどして機運

醸成を図る。 

マスターズ花園の創設 

ワールドマスターズゲームズ（ＷＭＧ）2021 関西のレガ

シー大会として、マスターズ世代が出身高校の仲間とと

もに聖地花園でプレーする大会「マスターズ花園」を創

設し、継続実施していく。 

企業経営サポート事業 

市内企業の経営課題は多方面に及ぶ。資金繰り改善、資

金調達、ICT 導入、事業継続計画、現場改善・生産性向

上、経営改善などの様々な課題に対応する国の支援施策

の紹介等、専門家が経営相談窓口または企業訪問によっ

てアドバイスを行う企業経営サポートを実施する。 

高付加価値新製品開発支援 

事業 

デザインやブランドという資源を経営に取り入れた事業

展開により付加価値の高い製品開発を推進する。 

医工連携プロジェクト創出 

事業 

医療分野を切り口に、あらゆる産業の「部品部材」「試

作」「開発」領域における地域での対応力を向上させ、

市内企業による自立的な共同受注システムの構築をめざ

す。その実現に向け、勉強会の開催や医療機関、取引候

補企業とのネットワーク構築など必要なリソースを提供

していく。 

中心拠点形成プロジェクト 

長田・荒本地区における「大阪モノレール南伸に伴う新

たなまちづくり」や「流通市街地の活性化」について庁

内で調査・検討し、市の中心拠点の基本構想としてまと

め（策定）、これからのまちづくりに展開していく。 

郊外型シェアオフィスの整備

支援事業 

新型コロナウイルスの影響で在宅ワークを余儀なくされ

る一方で、PC や通信回線、セキュリティ等の問題があり、

最適なテレワーク環境が求められている。ヴェル・ノー

ル布施の空きスペースを活用した郊外型シェアオフィス

の整備を支援する。 
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